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この 「 業 務 仕様 書 」 は 、 岩 手 県 (以下 「 県 」 と いう 。) が 実施 する 「 マ イナ ン バ ー カ ー ド 普及 
及び 地域 の デジ タル リテラ シー 向上 促進 業務 」 (以下 「 本 業務 」 と いう 。) に 係る 委託 候補 者 の 
選定 に 関し て 、 県 が 、 契 約 する 事業 者 (以下 「 受 託 者 」 と いう 。) に 要求 する 本 業務 の 概要 や 仕 
様 を 明らか に し 、 企 画 コ ン ベ に 参加 し よう と する 者 (以下 「 参 加 者 」 と いう 。) の 提案 に 具体 的 
な 指針 を 示す も の で ある 。 


1 本 業務 の 概要 


(1) 名 称 
マイ ナン バー カー ド 普 及 及 び 地 域 の デジ タル リテラ シー 向上 促進 業務 
(2) 業務 の 目的 
「 デ ジタル 社会 の 実現 に 向け た 重点 計画 」 ( 令 和 3 年 12 月 24 日 デジ タル 庁 策 定 ) で は 、「 デ 
ジタル の 活用 に より 、 一 人 ひと り の ニー ズ に 合っ た サー ビス を 選ぶ こと が で き 、 多 様 な 幸せ 
が 実現 で きる 社会 」 の 姿 を 実現 する た め に 求め られ る も の と し て 「 デ ジタル 化 に よる 成長 戦 
略 」 や 「 誰 一 人 取り 残さ れ な い デ ジタル 社会 」 等 が 示さ れ て いる 。 ま た 、 マ イナ ン バ ー カ ー 
ド に つい て は 、 国 の 目標 と し て 令 和 4 年 度 未 に ほとん どの 住民 が マイ ナン バー カー ド を 保有 
する こと を 目指 し て いる 。 
し か し 、 令 和 4 年 4 月 1 日 時 点 で 、 国 全体 の マイ ナン バー カー ド 交 付 率 は 43. 3%、 岩 手 県 
に 限る と 36.9% (全国 43 位 ) と な り 、 目 標 達 成 は 非常 に 厳し いも の と な っ て いる 。 ま た 、 今 
後 新 型 コ ロナ ウイ ルス ワク チン の ブー スタ ー 接 種 や マイ ナ ポ イ ント 第 2 弾 の 付与 が 予定 され 
て いる が 、 ス マー ト フ ォ ン 等 の 操作 に 慣れ な い 高齢 者 等 の デジ タル 活用 に 不安 の ある 方 は 、 
これ ら の 申込 が 遅れ た り 対 応 で き な い こと が 想定 され る 。 
こう し た 状況 を 踏ま え 、 マ イナ ン バ ー カ ー ド の 普及 率 を 向上 させ る と と も に 、 デ ジタル 活 
用 に 不安 の ある 方 の デジ タル リテラ シー を 向上 させ る た め 、 岩 手 県 内 に お いて マイ ナ ポ イ ン 
ト 申 込 支援 会 (以下 「 支 援 会 」 と いう 。) 及び スマ ー ト フォ ン 操 作 相 談 会 を 開催 し 、 県 全体 
に お ける DX の 取組 推進 を 図る も の で ある 。 
(3) 委託 期間 
委託 契約 締結 日 か ら 令 和 5 年 3 月 10 日 ( 金 ) ヨ 
(4) 委託 料 の 上 限 額 
6, 611, 000 円 (税込 ) 
(5) 業務 概要 
① マイ ナ ポ ボイン ト を 申請 する た め の 手 続き を 支援 する 、 支 援 会 の 開 人 f 
② スマ ー ト フォ ン の 操作 等 に 関す る 相談 会 を ① と 併催 


(1) 基本 的 事項 
ア マイ ナ ボ ポイ ント 申込 支援 会 
2 (3) に 記載 の 町 村 に お いて 、 現 地 に 赴 い て 支援 会 来場 者 に 対し マイ ナ ポ イ ント の 取得 方 
法 を ハン ズ オ ン 指 導 (来場 者 に 指導 し な が ら 、 来 場 者 が 自身 の 端末 を 操作 し て ポイ ント 申 
請 ) する 。 
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開催 場所 に つい て は 、 各 町 村 と 調整 する こと 。 (公民 館 や 地元 の スー パー マー ケッ ト 、 
病院 、 産 業 まつ り 会 場 等 、 多 数 に 来場 者 が ある 場所 を 想定 。) 
マイ ナン バー カー ド を 保有 し て いな い 来 場 者 に つい て は 、 可 能 な 限り その 場 で マイ ナン 
バー カー ド の 交付 申請 手順 を ハン ズ オ ン 指 導 す る 。 た だ し 入力 代行 は 認め な い 。 
イ スマ ー ト フォ ン 操 作 相 談 会 
ア と 併催 する 形式 で 、 来 場 者 に 対し スマート フォ ン の 操作 の 不明 点 に 関す る 相談 を 受け 
付け 、 適 切 に 対応 する 。 
ウ 支援 会 ・ 相 談 会 運営 業務 
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ア 及 び イ に 付随 する 以下 の 事務 局 業 務 を 実施 する こと 。 
① 県 内 自治 体 と の 支援 会 開催 に お ける 調整 及び 支援 会 開催 要請 の 受付 






























































② 支 援 会 を 開催 する 自治 体 等 と の 日 程 や 会 場 等 の 調整 
③ 現 地 対応 者 の 調整 
④ 必 要 な 物品 の 準備 (PC や IC カ ー ド リー ダー、 通 信 回 線 等 ) 
⑤ 支 援 会 の 広報 
⑥ 対 応 件 数 等 の 県 へ の 報告 
⑦ 本 業務 に 係る 県 と の 打ち 合わ せ 
その 他 、 本 業務 に 必要 な も の 
(2) 支援 会 開催 回 数 
16 回 以上 と し 、 1 回 に つき 午前 の 部 及び 午後 の 部 の 実施 を 原則 と する こと 。 
(3) 支援 会 開催 市 町 村 
原則 と し て 以下 の 16 町 村 に お いて 、 1 回 以上 開催 する こと 。 
寺 石 町 、 葛 巻 町 、 岩 手 町 、 西 和賀 町 、 人 金ケ崎 町 、 平 泉町 、 大 棚 町 、 山 田町 、 岩 泉町 、 
田野 畑村 、 普 代 村 、 軽 米 町 、 野 田村 、 九 戸村 、 洋 野 町 、 一 戸町 
(4) その 他 
ア 本 業務 の 実施 効果 を より 高め る た め に 、 上 限 予算 内 で 実施 可 
に 提案 する こと 。 
イ 総務 省 に お いて 、 マ イナ ポイ ント 第 2 弾 の 申込 期間 が 令 和 4 年 6 月 か ら 令 和 5 年 2 月 
まで と され て いる こと か ら 、 支 援 会 の 開催 日 租 に つい て は 、 そ の 時 期 を 見 据え 調整 す 
る こと 。 


(1) 報告 書 

ア 事業 実施 報告 書 
本 業務 に 係る 全 実 施 結果 を まとめ た 報告 書 を 作成 し 、 電子 デ ー タ (PDF 形 式 ) で 納品 する こ 
ど ‘ 

イ 月 次 報告 書 
本 業務 に 係る 1 ヶ月 ご と の 実施 結果 を まとめ た 報告 書 を 作成 し 、 電 子 デ ー タ (PDF 形 式 ) で 
翌月 7 日 まで に 納品 する こと 。 

(2) 納入 場所 
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岩手 県 ふる さと 振興 部 科学 ・ 情 報 政策 室 (岩手 県 庁 8 階 ) 




















電子 媒体 の 納品 方 法 に つい て は 別途 指定 する も の 。 


4 契約 に 関す る 条件 等 


1) 再 委託 等 の 制限 
ア 受託 者 は 、 本 業務 








全部 を 一 括 し て 第 三 者 に 委託 し 、 又 は 請け 負わ せ て は な ら な い 。 




















イ 受託 者 は 、 本 業務 の 一 部 を 第 三 者 に 委託 する こと が で きる 。 そ の 際 は 事前 に 、 再 委 託 の 





















































内 容 、 再 委託 先 (商号 又は 名 称 ) 、 そ の 他 再 委託 先 に 対す る 管理 方 法 等 、 必 要 事 項 を 県 に 
対し て 文書 で 報告 し な けれ ば な ら な い 。 
(2) 業務 履行 に 係る 関係 人 に 関す る 措置 要求 






































ア 県 は 、 本 業務 の 履行 に つき 著しく 不適 当 と 認め られ る と き は 、 受 託 者 に 対し て 、 そ の 理 
由 を 明示 し た 文書 に より 、 必 要 な 措置 を と る べき こと を 請求 する こと が で きる 。 
イ 県 は 、 受 託 者 か ら 委 託 を 受け た 者 で 本 業務 の 履行 に つき 著しく 不適 当 と 認め られ る 場合 






















































































は 、 受 託 者 に 対し て 、 そ の 理由 を 明示 し た 文書 に より 、 必 要 な 措置 を 取る べき こと を 請求 





する こと が で きる 。 






































ウ 受託 者 は 、 上 記 ア 、 イ に よる 請求 が あっ た と き は 、 当 該 請求 に 係る 事項 に つい て 決定 し 、 












































その 結果 を 、 請 求 を 受け た 日 か ら 10 日 以内 に 県 に 文書 で 通知 し な けれ ば な ら な い 。 


(3) 権利 の 帰属 等 
































本 業務 の 実施 に より 作成 され た 報告 書 又 は その 利用 に 関す る 著作 権 、 所 有 権 等 に 関し て は 、 


























原則 と し て 委託 料 の 支払 い の 完 了 を も っ て 受託 者 か ら 県 に 移転 する こと と する が 、 そ の 詳細 











に つい て は 、 県 及び 受託 者 間 で 協議 の うえ 、 別 途 契 約 書 に より 定め る 。 


(4) 機密 の 保持 























受託 者 は 、 本 業務 を 通じ て 知り 得 た 情報 を 機密 
の 開示 及び 漏えい を し て は な ら な い 。 契約 終了 後 


(5) 個人 情報 の 保護 








受託 者 は 、 本 業務 を 履行 する 上 で 個人 情報 を 取り 扱う 場合 、 個 人 情報 保護 条例 (平成 13 年 























情報 と し て 扱い 、 目 的 外 の 利用 、 第 三 者 へ 
も また 同様 と する 。 





































































































3 月 30 日 岩手 県 条例 第 7 号 ) を 遵守 し な けれ ば な ら な い 。 





(6) その 他 














この 仕様 書 に 記載 の な い 事 項 に つい て は 、 県 と 協議 の うえ 、 取 扱い 等 を 決定 し 、 業 務 を 遂 


行 す る こと 。 





